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事務事業評価シート
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１．事務事業の位置付け ２．事務事業の概要
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５．今後の方向性（担当室による内部評価）

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画
総合計画「新・理想郷プラン」に基づき、名張市が暮ら
しのまちとして躍進していくための土台づくりを確固たる
ものにするため、「成熟社会に対応する行政運営の確
立」、「効果的な施策推進に向けた財政運営の確立」を
基本に、真に持続可能な自治体としての基盤強化及び
行財政システムの再構築に向けた取組の推進に努め
ます。

H.28年度（事業量・取組実績） H.29年度（事業量・取組計画）

主な事業の
実績・計画

・行財政運営の確立に向けた
取組（計画期間：H.26～29年
度）の推進
・事務事業の見直しに向けた
取組推進
・財政の自立と安定性のため
の自主財源確保に向けた取
組推進（使用料等の適正化検
討事務）
・公共施設マネジメントの推進
（公共施設等総合管理計画の
策定事務）など

・行財政運営の確立に向けた
取組（計画期間：H.26～29年
度）の推進
・次期、取組方針の検討
・公共施設マネジメントの推進
（個別施設計画に係る庁内横
断的な調整）
・事務事業の見直しに向けた
取組
・業務支援センターの活用検
討
・次期、組織機構の見直しに
向けた課題把握と整理

H.30年度(事業計画) H.31年度(事業計画) H.32年度(事業計画)

・行財政運営の確
立に向けた取組実
績の取りまとめ
・次期、取組方針の
検討
・公共施設マネジメ
ントの推進
・事務事業の見直
し
・業務支援センター
の活用検討など

・行財政運営の確
立に向けた取組実
績の取りまとめ
・公共施設マネジメ
ントの推進
・事務事業の見直
し
・業務支援セン
ターの活用検討な
ど

・行財政運営の確
立に向けた取組実
績の取りまとめ
・公共施設マネジメ
ントの推進
・事務事業の見直
し
・業務支援センター
の活用検討など

事業内容

(H.29)No. 6211 (H.28)No. 1004

事務事業名 行政改革推進事業
会計区分 事業コード 021101
一般会計 （中事業名）※予算書事業名

総務費 行政改革推進事業

担当部局名 担当室名 室長名 総務管理費 （小事業名）

自主自立の市政経営 社会構造の変化や成熟社会に対応し、活力と希望に
満ちた名張の未来を創造するために、将来にわたり安
定的に行政サービスを提供できる財政構造への転換を
目指します。

施 策 成熟社会に対応する行政運営

重点プロジェクト

総務部 行政改革推進室 山村 昌也 行政改革推進費 行政改革推進事業

総
合
計
画

政 策 未来につなぐ自立と協働による市政経営 事業目的（めざす効果）

基本施策

H.30年度(計画予
算)

H.31年度(計画予
算)

H.32年度(計画予
算)H.27繰越分 H.28現年分

①直接事業費 55千円 120千円 120千円 120千円

H.28年度（決算見込） H.29年度(作成時予算額)

H.28繰越分 H.29現年分

120千円

人
工
数

職員 1.80人

国･県支出金内
訳

(

千
円

)

その他（　　　）

20,250千円 20,250千円 20,250千円

①+②総事業費 0千円 13,555千円 20,370千円 20,370千円 20,370千円

0千円 13,500千円

0千円 13,620千円

②概算人件費 0千円 13,500千円

2.70人 2.70人 2.70人

臨時職員等 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

1.80人

0.00人

地方債

一般財源 0 55 120 120 1200 120

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（改善）

今後の対応方針（課題解決への取組内容、具体的な見直し内容、継続の理由等） ６．事務事業の取組に関係する市の計画

・社会経済情勢の変化や成熟社会に対応できる自立した自治体として、将来にわたって持続可
能な行政運営が継続できるよう、引き続き次の取組等を進めます。
①　「行財政運営の確立に向けた取組」の推進及び次期、取組方針の検討
② 個別施設計画に係る庁内横断的な調整など、公共施設マネジメントの推進

・行財政運営の確立に向けた取組
・公共施設等総合管理計画
・組織・機構見直し方針
・名張市人材育成基本方針

４．担当室による事務事業の点検

・以下の取組を通し、将来にわたって安定的に行政サービスを提供できる財政構造への転換を進めることができました。
①　「行財政運営の確立に向けた取組」に係る平成26・27年度の取組概要を取りまとめました。
②　公共施設等総合管理計画を策定し、公共施設等のマネジメントを推進しました。
③ 施設使用料及び手数料等について、受益者負担の適正化を図る観点から、料金改定に取り組みました。

考察（H.28年度の取組評価、課題、施策への貢献、市民との協働など）


